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2025 年５月 19日 

各  位 

 

会社名  株式会社遠藤照明 

代表者名  代表取締役社長      遠藤 邦彦 

（コード番号  6932 東証スタンダード） 

問合せ先   上席執行役員 管理本部長  後藤 修二 

（TEL 06-6267-7095） 

 

 

株主提案に対する当社取締役会の意見に関するお知らせ 

 

 

当社は、当社の株主様（以下「提案株主」といいます。）より 2025 年６月 25 日開催予定の当社第 54

回定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）における議案について株主提案（以下「本株主

提案」といいます。）を行う旨の書面（以下「本株主提案書面」といいます。）を受領しておりましたが、

2025 年５月 19 日開催の取締役会において、本株主提案について、当社取締役会の意見を決議しました

ので、下記のとおり、お知らせいたします。 

 

記 
 

１．本株主提案の内容及び理由 

（１）株主様１名による提案 

 ※提案株主は個人株主様であるため、提案株主の名称・氏名の開示は控えさせていただきます。 

 

  （２）議題 

    ①剰余金処分の件 

    ②自己株式取得の件 

 

  （３）議案の要領及び提案の理由 

別紙に記載のとおりです。なお、形式的な調整を除き、提案株主から提出された本株主提

案書面の該当箇所を原文のまま記載したものであります。 

 

 ２．本株主提案に対する当社取締役会の意見 

（１）剰余金処分の件 

①当社取締役会の意見 

当社取締役会としては、本株主提案に反対いたします。 

 

    ②反対の理由 

      当社の資本政策及び株主還元に関する基本的な考え方は、利益の最大化を経営目標とし、

その獲得した利益を以って財務体質と経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様に対して

安定的な配当の維持及び適正な利益還元を行うこととしています。 

当社の直近５年間の１株当たり配当額は、第49期（2020 年３月期）30.00 円、第 50期（2021

年３月期）15.00 円、第 51 期（2022 年３月期）22.50 円、第 52 期（2023 年３月期）30.00

円、第 53期（2024 年３月期）40.00 円となっており、第50期にコロナ禍による一時的な業

績の悪化もあって減配したものの、その後は利益還元の強化を着実に進めており、第 54 期

（2025 年３月期）については、当初予想していた見通しから単体業績も上振れしたため、年
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間配当額は期首予想の40.00 円から 50.00 円への増配を会社提案としております。 

本議案では、グループ連結の当期純利益の３分の１に相当する配当を提案いただいており

ますが、当社を取り巻く物価上昇及び為替変動リスク等のある経営環境下において、株主還

元については、将来の企業競争力強化のために必要な投資と株主に対する安定的で適正な利

益還元のバランスを勘案し、株主の皆様に対する将来に亘っての安定した株主還元を行って

まいりたいという考えから、当社取締役会は本議案に反対いたします。 

当社としましては、成長機会の高い海外事業拡大に向けて、現地での成長投資や再投資を

検討しております。中国の製造子会社である昆山恩都照明有限公司は設立20年を経過し再投

資の時期に来ており、生産能力増強に向けた成長投資を検討開始しており、また英国ANSELL

社においてもさらなる成長の為、欧州域内での販売拡大に向けた成長投資を検討しています。 

今後剰余金については、2025 年４月 30日に公表しました新中期経営計画（55～57 期）の

とおり、事業環境及び財務状況等の動向を総合的に勘案して、将来の企業競争力の強化のた

めに必要な投資と株主の皆様への安定的かつ適正な利益還元を行うことを基本方針とし、連

結配当性向30％を目安に、安定的かつ継続的な配当額の向上に努めてまいります。 

 

（２）自己株式取得の件 

①当社取締役会の意見 

当社取締役会としては、本株主提案に反対いたします。 

 

②反対の理由 

当社は、自己株式の取得は、資本効率及び株主還元の向上を図るとともに経営環境の変化

に対応した機動的な資本政策の遂行のために有効であると認識しており、当社株式の取引状

況及び株価を踏まえながら、将来の成長に向けた投資とのバランスを考慮し、株式取得価額

の総額70百万円を上限とした自己株式の取得を2025 年４月 30日に公表いたしました。取得

した自己株式の処分等については、本総会第５号議案および第６号議案が承認された場合の

株式報酬制度に活用することとしております。 

本株主提案が求める発行済み株式総数の約５％の自己株式の取得は、2025 年４月 30 日に

公表しました新中期経営計画（55～57期）における成長投資の財源を損ない、当社の中長期

的成長と企業価値の向上を停滞させる可能性があり、結果として株主の皆様の利益を毀損す

るおそれがあるものと考えます。したがいまして、当社取締役会は本議案に反対いたします。 

 

 

以 上 
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＜別紙＞本株主提案の内容 

形式的な調整を除き提案株主から提出されたものを原文のまま記載しています。 

 

１．提案する議題 

（１）剰余金処分の件 

（２）自己株式取得の件 

  

  ２．議案の要領及び提案の理由等 

（１）剰余金処分の件 

     ①議案の要領 

剰余金の処分を以下のとおりとする。本議案は、本定時株主総会において当社取締役

会が剰余金の処分の件を提案する場合には、同提案とは独立して追加で提案するものと

する。 

（ア）配当財産の種類 

金銭 

（イ) 1 株当たりの配当額 

金 80 円から、第 54 期事業年度における中間配当金 20 円及び本定時株主総会に

おいて当社取締役会が提案し、本定時株主総会において承認された当社株式１株当

たりの剰余金の処分額を控除した金額とする（本定時株主総会において当社取締役

会が剰余金の処分の件を提案しない場合には、金60円）。 

（ウ）配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

   当社株式１株につき上記（イ）の１株当たりの配当額（配当総額は１株当たりの配

当額に2025 年３月 31日現在の当社発行済み株式総数（自己株式を除く）を乗じて

算出した金額）。 

（エ）剰余金の配当が効力を生じる日 

   本定時株主総会の日 

（オ）配当支払い開始日 

本定時株主総会の翌営業日から起算して、３週間後の日 

 

②提案の理由     

過去 5年間の当社の営業キャッシュフローは、平均値が55.４億円、最大値が101.5

億円、最小値が27.8 億円と安定して大幅な黒字を計上してきました。この間に投資キャ

ッシュフローは、平均で27.0 億円の赤字にとどまりましたので、過去5年間の当社のフ

リーキャッシュフローは、平均値が28.4 億円、最大値が72.5 億円、最小値が5.3億円

と安定して大幅な黒字を計上しました。この結果、当社の純有利子負債残高は、2019 年

3月末の110.3 億円から 2024 年 3月末の－39.6 億円まで急減し、ネットキャッシュの状

態に至っております。 

当社の主要事業である照明器具販売業界においては、2010 年代に導入が進んだLED照

明器具の更新需要、環境問題の深刻化に伴う消費電力管理の一層の高度化、オフィス環

境の改善に対応するための高付加価値商品への市場シフトに支えられた堅調な市場環境

が継続しており、当社のフリーキャッシュフローは今後も安定した黒字の確保が期待で

きる状況にあると考えます。 

当社の過去5年間の年間配当実績は、30円、15円、22.5 円、30円、40円で推移して

おり、過去５年間の配当性向は、平均値が15.6%、最大値が23.1%、最小値が 10.0%と 2024

年3月期決算の上場企業の平均配当性向32.6%を大きく下回る水準で推移しております。

フリーキャッシュフローの大幅な黒字の中で今後も低い配当性向を継続することは過大

な手元資金の抱え込みにつながり、ROEの低下、インフレ環境下での資産価値の目減り、

不必要な資金運用による投資損失を発生させることが懸念されます。加えて、当社は、
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コーポレー卜ガバナンスポリシーの「当社の資本政策及び株主還元」において「獲得し

た利益については、その3分の 1ずつをそれぞれ、株主還元、従業員及び内部留保金に

分配することを基本方針とする。」と記載しております。自らが定めて外部関係者に宣明

した基本方針を特段の理由なく長期間にわたって遵守しないことは、当社がコーポレー

卜・ガバナンスを重要視していないとの印象を関係者各位に与えかねない行為であり、

早急に配当性向の適正化を実施すべきと考えます。 

以上により、当社の第54期事業年度において連結業績予想に基づき80円の年間配当

を実施することは、重要なステークホールダーである株主への還元の適正化、財務リス

ク管理の改善、当社財務運営方針への市場の信頼向上をとおして、中長期的な企業価値

の向上に資するものと考え、本件を提案します。 

 

（２）自己株式取得の件 

     ①議案の要領 

会社法第156条第１項の規定に基づき、本定時株主総会終結の時から１年以内に、当

社普通株式を、株式総数735 千株（発行済み株式総数の約５％）取得価額の総額1,900

百万円を限度として金銭の交付をもって取得することとする。 

 

      ②提案の理由 

自己資本の充実は、財務の安定性を高めることをとおして企業価値の向上に資するこ

とは言うまでもないことです。しかしながら、内部留保を最優先する過度に保守的な資

本政策をとり過大な自己資本を確保することは、加重平均資本コス卜（以下、「WACC」

と言います。）の上昇により企業価値を引き下げる効果を持つのは、コーポレー卜ファ

イナンス理論の教示するところです。 

当社の自己資本比率は、2020 年 3月期から2024 年 3月期の5年間に44.4%から 61.5%

へと着実に上昇しております。過去 5 年間の平均成長率は、売上高が 5.4%、営業利益

が13.5%であり、コロナ禍の数年間を間に挿むにもかかわらず一度も営業赤字に陥るこ

とがない安定度の高い事業運営となっております。フリーキャッシュフローの状況につ

いては上記(1)剰余金処分の件に記載したとおり、今後とも安定した黒字が期待できる

状況と考えます。従って、自己資本比率 50%を目標として資本政策を実施することは、

十分に保守的な財務運営であると考えます。 

本提案は、適切な自己資本比率を維持し WACC を妥当な水準に保つことで、有効な財

務リスク管理と中長期的な企業価値向上を両立することができるとの考えに基づいて

います。より具体的には、中長期的な自己資本比率の目標値を50%において安定的に資

本政策を運営することで中長期的な企業価値の向上を図ろうとするものです。単発の自

己株式の取得ではなく、明確な資本政策にもとづく継続的な自己株式の取得が当社の中

長期的な企業価値向上に資すると考えて、本件を提案します。 

 

 以 上 


